
 

２０２２（令和４）年度外交安全保障調査研究事業費補助金 中間評価 

調査研究事業 B（経済安全保障分野における主要国の動向（米中欧）と日本が採るべき政

策：東京大学未来ビジョン研究センター） 

(

１)

補
助
事
業
の
成
果 

【基礎的情報収集・調査研究】 

他の類似事業と比べて新規性があったか、研究成果により新

たな知見が得られたか。 

 

B 

 

以下の３点に関する情報収集及び調査研究が的確に行われ

たか。 

ア 重要・新興技術の特定、保護・管理、育成、安全保障への

取り込み（スピンオン） 

イ 安全保障上重要な技術・物資のサプライチェーン強靱化・

安全性向上 

ウ 安全保障への影響の大きい重要・新興技術の動向（特に

バイオ技術、先端情報 

通信、ＡＩ）） 

B 

 

【諸外国シンクタンク・有識者との協働・相互理解の増進】 

研究過程における外国シンクタンク・有識者等（在日の有識

者、外交官、外国メディア関係者を含む）との定期的な討論

や共同研究等を通じ、諸外国の視点を取り入れた調査研究

や、日本の立場や見解に関する外国シンクタンク・有識者等

による理解の増進に取り組んでいるか。 

B 
 

【日本の主張の世界への積極的発信と国際世論形成への参画】 

インターネットによる広報やセミナー・シンポジウムの実

施・参加等を通じ、日本の主張の国際社会への発信が積極的

になされたか。その結果として国際世論の形成に参画するこ

とができたか。 

B 

 

【国民の外交・安全保障問題に関する理解増進】 
インターネットによる広報やセミナー・シンポジウムの実

施・参加等を通じ、国民の外交・安全保障に関する理解増進

に取り組んだか。また、その反響があったか。 

B 

 

 (

２)

補
助
事
業
実
施
体
制
・
実

施
方
法 

若手、女性、地方在住研究者を積極的に登用しているか。若

手研究者の育成（英語による発信力の強化を含む。）に取り

組んでいるか。 

B 

 

複数の分科会や研究会がある場合、それらの間の有機的な連

携が取れているか。 
B 

 
外務省等の関係部局とのコミュニケーションを構築し、政策

立案上のニーズを把握し、それを踏まえて効果的にアウトプ

ット・政策提言・連携を行ったか。 

B 

 

 

(

３)

補
助
金

の
使
用 

補助金は効果的・効率的に使用されているか。 B 

 
補助金の適正な執行・管理のために十分な体制がとられたか

（管理者による予算全体の適正配分・管理、支出の適正性を

判断する担当者と実際の支出を承認する担当者の区分等）。 

B 

 

 

                                                         


